
  

第2編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(1)  医療計画の作成,推進

昭和60年12月に成立した改正医療法に基づき各都道府県は医療計画を作成し,これを推進することとされ
た。医療計画においては医療圏及び必要病床数を定めるほか,病院の整備目標,救急・へき地医療の確保等
地域の実情に応じた事項を盛り込むこととされており,計画の推進を図ることにより地域の医療のシステ
ム化が図られることが期待される。

医療計画の作成
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第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(2)  保健所・市町村保健センター

地域住民に対する保健サービスは,保健所及び市町村が実施している。このため,保健所には多様な専門職
種と設備が配置され,市町村には,保健婦の配置と市町村保健センターの整備が進められている。なお,市町
村保健センターは,市町村が行う成人病,母子保健等の対人保健サービス活動及び地域住民の行う自主的な
保健活動等の拠点としての施設として活用されている(60年度末で768か所を設置)。
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第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(3)  医療施設

医療施設の現況

病床数の推移
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都道府県別人口10万対一般病床数

諸外国の病院数及ぴ病床種類別病床数

平均在院日数,病床の種類・年次別
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諸外国の一般病院の病床利用率及び在院日数
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第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(4)  医療関係者

医療関係者の現況

人口10万対都道府県別医師数
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人口10万対都道府県別歯科医師数

就業形態別医師数

厚生白書（昭和61年版）



諸外国の医療関係者
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Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(5)  救急医療

休日,夜間などに発生する救急患者の医療を確保するため,昭和52年度から体系的,計画的な施策を推進して
いる。

救急医療体制図

救急医療情報システム

厚生白書（昭和61年版）
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Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(6)  へき地保健医療

山村,離島等の医療に恵まれない住民の医療を確保するため,昭和31年度以来施策を推進しているが,現在実
施している施策体系を図示すれば次のとおりである。
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Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(7)  医療情報システム

医療情報システムは,近年著しい進歩を遂げている情報処理技術及び高度通信技術を保健医療の分野に応
用し,保健医療機関内,保健医療機関相互,保健医療機関と地域住民との情報伝達処理の連携,迅速化を行い,
保健医療の近代化を図るものである。この研究開発は,地域保健医療,病院,医療情報サービスの3分野で進
められている。

医療情報システム概要図
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Ⅱ  保健医療
1  保健医療の実施体制
(8)  社会福祉・医療事業団(医療貸付)

社会福祉・医療事業団は,臨時行政調査会の最終答申を踏まえ,社会福祉事業振興会と医療金融公庫を統合
して,昭和60年1月1日に発足したものであり,当該事業団の医療貸付は旧医療金融公庫の業務を承継したも
のであって,医原の普及及び向上を図るため,病院,診療所等の設置等に必要な資金を融通すること並びに新
たに病院診療所等に対する経営指導を行うことを目的としている。

これまで,旧公庫融資分を含め医療関係施設が不足している地域等に新設された施設数は,病院3,078施設,
診療所15,458施設,その他の施設152施設であり,病院病床の増加数は33万床余に達する。また,質的な面で
も施設の不燃化や近代化,機能の充実向上が図られている。昭和60年度末貸付累計額は1兆3,214億円と
なっている。
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Ⅱ  保健医療
2  保健医療対策
(1)  健康づくり運動の体系図
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Ⅱ  保健医療
2  保健医療対策
(2)  感染症対策

感染症対策は,伝染病予防対策(予防接種を含む),伝染病流行予測調査事業,感染症サーベイランス事業が互
いに密接な関連を保ちながら行われている。 

1)  各種事業とその対象疾病

厚生白書（昭和61年版）



2)  組織

3)  予防接種健康被害救済制度

予防接種の実施に伴い,極めてまれにではあるが不可避的に異常な副反応がみられることにかんがみ,予防
接種法に基づく健康被害救済制度を設けている。

予防接種健康被害認定者数

厚生白書（昭和61年版）



4)  検疫

国内に常在しない検疫伝染病(コレラ,ペスト,痘そう及び黄熱)が船舶,航空機を介して国内に侵入すること
を防止するため,船舶,航空機に対する検疫,申請に基づく検査,消毒等の業務及び港湾地域の衛生措置等を
行っている。

検疫業務の流れ

検疫実績の推移
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Ⅱ  保健医療
2  保健医療対策
(3)  結核対策

結核患者は,年々減少しているが,今なお約5.9万人の新患者が発生する最大の伝染病である。このため診断
治療技術の進歩,まん延状況の変化に対応しつつ,健康診断,医療,患者管理等の予防対策を推進していく必
要がある。

結核予防対策のあらまし
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Ⅱ  保健医療
2  保健医療対策
(4)  精神保健対策

国民の精神的健康の保持向上のため,国民の精神保健意識の向上,精神障害者等に対する医療保護の充実,社
会復帰の促進等精神保健施策の推進を図っている。 

1)  概要

入院・外来別受療者の疾病別割合(%)(昭和59年)

精神病床数・入院患者数・措置患者数及び外来患者年間延数の年次推移
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2)  精神障害者対策の概要
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Ⅱ  保健医療
2  保健医療対策
(5)  難病対策

昭和47年に定められた「難病対策要綱」に基づき体系的に種々の事業を進めている。

難病対策のあらまし
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2  保健医療対策
(6)  専門医療対策

各種疾病に対しては,専門医療施設の体系的な整備を図ることが有効と考えられるので,従来から,がん診療
体制の整備のほか循環器病等についても施策の充実が図られている。 

1)  各種疾病に関する専門医療機関の整備

2)  腎移植体制等体系図

腎移植を円滑に行うため,国立佐倉病院を中核医療施設として整備し,各ブロックに地方骨移植センターを
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整備するとともに骨移植施設を全国的に整備するなどの諸施策を推進している。

腎提供登録者,腎移植希望者の推移

腎臓提供登録機関(腎バンク)一覧

厚生白書（昭和61年版）



地方腎移植センター設置状況
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(7)  国立病院及び国立療養所

(国立病院の業務)

全国100カ所の国立病院(分院2,国立がんセンター,国立循環器病センターを含む)においては,主として,が
ん,循環器病等に関する高度先駆的医療や総合的診療を行っているほか,臨床研究,医原従事者の研修・養
成,開発途上画に対する国際医療協力等を行っている。

(国立療養所の業務)

全国152カ所の国立療養所(国立精神・神経センターを含む)においては,主として,結核,ハンセン病等特殊
な旅費を必要とする専門的医療を行っているほか,臨床研究,医療従事者の研修・養成等を行っている。
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2  保健医療対策
(8)  原爆被爆者対策
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Ⅱ  保健医療
3  老人保健対策
(1)  概要

昭和58年2月1日から老人保健法が施行された。この制度のねらいは,疾病構造の変化及び高齢化社会の到
来に対応し,予防から医療,機能訓練等に至る総合的,一体的な保健医療施策を行うとともに,老人医療費を
国民皆で公平に負担することにある。

老人保健事業の概要(体系図)
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Ⅱ  保健医療
3  老人保健対策
(2)  医療

老人保健法による医療は,70歳以上の者及び65歳以上70歳未満の者で一定の障害を有することを市町村長
により認定された者を対象として行われ,その費用は,国民皆が公平に負担する見地から次のように負担さ
れている。

医療に要する費用

国民医療費と老人医療費の推移

厚生白書（昭和61年版）



〔老人病院等について〕

1 特例許可老人病院

主として老人慢性疾患患者を収容する病院又は病棟として知事の許可を受け,医師,看護婦等の配置
基準が緩和されたもの。 

2 特例許可外老人病院

特例許可を受けていないが,老人の収容比率が著しく高い(6割以上)病院をいう。ただし,基準看護病
院,結核・精神病院及び知事が認定した病院(次の3)を除く。 

3 知事認定病院

当該地域の人口構成等の特殊性やその病院の地域医療に係る役割等を総合的に勘案して都道府県知
事が特別の事情があると認め,老人病院の取扱いから除かれたもの。 

老人病院等の状況

厚生白書（昭和61年版）
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Ⅱ  保健医療
3  老人保健対策
(3)  医療以外の保健事業

医療以外の保健事業は,市町村が実施主体となり,40歳以上の居住者に対して行われる。これに要する費用
については,国,都道府県及び市町村が各々1/3ずつ負担する。

医療以外の保健事業の内容
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